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（Ｉ）　は　じ　め　に
　自由競争の支配下にあって，解雇は，いうまでもなく，使用者にとっては，悪質不要な労働力を
企業から放逐し，それで以て，企業の再生産と，最大利潤の追求とを可能にするための不可欠の手
段であるが，他方，自己の労働力を使用者に売り渡し，そのことにより取得する賃金か，唯一の生
活手段である労働者にとって解雇は，失業者として路頭に放り出されることを意味し，自己および
家族の生存そのものに脅威を与えることになる．従って，労使の対立は，こと解雇に関しては，極
めて尖鋭化し，敵対関係にまで発展する可能性が大きい．このため，一方では，経済活動の安定
と，他方では，労働者の生活の安定を図るために，法が介入し，また労働法学界においても，解雇
をめぐる問題はさまざまな角度から，研究を要請してきた．
　ところが，わか国においては，このような深刻な意義を有する解雇の中でも，それか大量に現象
する集団解雇(1)の場合にも，その集団性に着眼することなく，労働基準法を中心とした個別的な
問題として，それが解雇無効の理論と結びつくことにより，かなりの成果をあげているものの，放
置されているといってよい状態にある(2)従って．産業再編論の台頭とともに，高度の独占化を志
向する合理化か，すさまじい勢いで進行する中で，集団解雇を含む幾多の問題が，出現しているこ
とは，既に指摘されている所である(3)
　他方,西ドイツにおいては, 1920年の経営休止条令(Stillegungsverordnung =以下StillVO.と
略)から. 1934年の国民労働秩序法(Gesetz zur nationalen Arbeitsordnung 以下ＡＯＧ．と略)
を経て，それが廃止ざれた終戦後は，各占領統治区域，とくにアメリカ，フランスの統治区域にお
いて，集団解雇の規制が受け継がれ, 1951年の連邦議会による解約告知保護法(Kiindigungssch-
utzgesetz =以下Ksch Ｇ. と略)として統一される中で，集団解雇の規制も維持されることになっ
た(4)
　本論稿では，このような西ドイツの集団解雇に対する規制を, Ksch Ｇ．３章以下を中心に，そ
の目的が何処にあるのか，またそれが制度的にどのように保障されているのかという点から，批判
的に検討することにより，集団解雇の問題を考え.るにあたっての一助にしたいと考える次第であ
る．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｊ
注(1)日常的には，集団解雇よりも，｢大量解雇｣の方が使用されるかも知れないが，本稿では，同じような
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　　　意味をもつものとして，前者に統一した．　　　　　　　　　　．
注（2）この点で，わか国の雇用対策法（昭和42年１月.21日施行）21条が，事業主に「生産設備の新増設，事業
　　　規模縮小」等の理由による「混用量の変動」であって，労働省令所定の場合には，公共職業安定所に届け
　　　出るべき義務を課し（同条第１項），公共職業安定所は，一定地域における労働力のバランスを保っため，
　　　離職，就職の促進または，当該事業における労働力の確保に努力すべき旨定める点（同条第ｍ項）が思い
　　　出される．
　　　雇用対策法は，集団解雇の規制を直接の目的とするものではなく，被解雇労働者の使用者，公共職業安
　　定所に対する権利規定を欠き，結局するところ寧ろ企業合理化を助けることを本旨とするが，労働市場政
　　策のひとつとして，西ドイツの場合と類似した作用をもつ面が指摘される．
注（3）野口「産業構造の再編と労務政策」季刊労働法61号58 p. 以下．
注(4) Herschel･Steinmann, Kommentar zura Kiindigungsschutzgesetz 5 aufl. S. 9 ff‥
(n).　集団解雇.規制の,目'的
　日　西ドイツにおいてKsch Ｇ. は，その第三章15条以下に集団解雇に関する規定を置いている
が，先づ，集団解雇の概念を明きらかにしておく必要がある．
　集団解雇とは，簡単に言えば，経営の常時雇用労働者に従･つて，一定の割合または一定数以上の
労働者を，一定期間内に解雇する場合のことである．この場合にKsch Ｇ. 15条の規定に即してみ
れば，その一定数または一の割合は，次の場合に分かれる．
　(a).常時21人以上50人未満の労働者を雇用する経営では６人以上の労働者．
　（ｂ）．常時50人以上500人未満の労働者を雇用する経営では，当該経営に常時雇用される労働者
の10％または26人以上の労働者．
　（ｃ）．常時500人以上の労働者を雇用する経営では，50人以上の労働者．
　また前述の一定期間とは，４週間と規定されている．
　この場合に注意を要するのは，「解雇」の概念についてである．わが国においては，解雇と解約
告知とをほぼ同じように使っているが，ここでいう解雇(Entlassung)は解約告知(Kiindigung)
とは異なり，「使用者の一方的な意思表示によりひきおこされる労働関係の終了」と一般に理解さ
れている(5)それゆえ，労働者の側からの解約告知に基づく労働関係の終了や，たとえ使用者の側
からの一方的意思表示によるものであっても，解約告知期間進行中のものは，ここに言う集団解雇
ではない(6)_　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．，
　口　集団解雇規制の目的は，国家の労働市場保護という点にある(7)つまり，一定数または一定
の割合の労働者が４週間内に解雇されようとするとき，使用者に対し州労働局(Landesarbeitsamt)
に予て届け出るべき義務CAnzeigepflicht)を課し，その届け出ののち一定期間解雇の発生を停止
させることにより，その間に他の経営への再就職や当該経営での再就労を可能にし以て一時的に大
量の失業が生みだされることを回避せんとする労働市場政策である．従って個々の労働者を使用者
の一方的な解雇から直接保護しようとするものではない．そのような個々の労働者の利益は，集団
解雇が一定期間効力の発生を甑LI二される結果として，間接的に浮かび上がってくるに過ぎない(8)
このことは，不当な解約告知を無効として個々の労働者の利益を直接保護しようとするKsch Ｇ． １
条が「緊急の経営上の必要に基づく解約告知(dringende betriebliche Kiindigung)」を反社会的
な解約告知に該当せず有効と規定している所から，そのような反社会的でない解約告知の結果生じ
る労働関係の終了について，それが一定の量に達する場合に所期の目的実現が図られることにな
る．
注(5) Hiick-Nipperdey, Lehrbuch des Arbeitsrechts Bd. 1. 6 aufl. S. 631 ; Herschel-Steinmann,
　　ａ･ ，ａ･， O. , S. 232 ; Bobrowski-Gaul, Das Arbeitsrecht im Betrieb 5 aufl. S. 580.
注(6).勿論解雇以前に届け出る必嬰があるのだから，届けるときに解約告知期間が進行中であることは，それ
　　が特定の４週間内に経過するかぎり集団解雇とするに妨げとならない．
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注(7) Huck-Nipperdey, a. , a. , O. , S. 630 ； Herschel･Steinmann a:, a. , O., S. 230 : Nikisch, Arbeits
　　recht, Bd l， 3 aufl. S. 839 ； RewoUe。,Zwei Probleme zur Massenentlassung“ Der Betrieb 1959
　　S. 597 ；Molitpr。>Wandlungen der Kundigung in der Rechtsprechung des Bundesarbeitsgericht
　　ｓ“ DerBetriebsberater 1960 S. 218.
注(8) Hiir.k-Ninerrdev, a., a., O. , S. 631 ； Herschel-Steinmann, a. , a., O. , S 232 ;但し労働市場保護
　　と個々の労働者の保護は，本文で述べた以上により密接に結びつき，そめ不可分をとく説もある。例えば
　　Gebhaldt。.Zum Kundigungsschutz bei Massenent!assungen“ Arbeit und Recht 1960 S. 299.
　　　　　　　　　　　　　(Ⅲ)．集団解雇の制度的保護
日　使用者の届け出義務
　(1）使用者が集団解雇を行なおうとするときは，州労働局に対し，解雇する前に，経営協議会の
意見を附した書面を以て，届け出る義務を負う．届け出なき集団解雇は無効（unｗirksaｍ）であ
る　CＫschＧ.§１5，１.).
　(2）集団解面規制の出発点である本条の届け出義務は／州労働局が集団解雇の場合に，後記の諸
裁逗（Ｅrｍessen）を行なう前提となるものだから，その眉行か確保されない場合にはＫsch Ｇ.16
条以下の法的手段か殆んど空文化されるに等しい状態が生み生されることとなる．このように重要
な位置にある使用者の届け出義務であるか故に，本条違反の集団解雇に対して無効と規定したの
が，その他公法上の罰則規定は設けていない．本条所定の義務の法的性質を把握するうえで，諸見
解が対立する一因となっている(9).
　(3）注意すべきは，この場合届け出義務の有無を解決定する基準か解約告知の数ではなく，解履
の数なのだか，１5条所定の数までは割合の算定は，解約告知申し渡しの時点ではなく，解約告知の
結果労働関係が終了する時点で行なわねばならないということである(lo)．従って，例えば２00人の
常時屈用労働者を有する経営では，使用者が17人の労働者を５月１５日に，２週聞の解約告知期間を
附して解約告知し，６人の事務労働者を５月３０日に，６週間の解約告知期間を附しで解約告知した
場合には，使用者は届け出義務を負わない(11).
　(4）また解屁は同時的に行なわれる必要はなく，間歌的に行なわれた場合でも，本条の適用があ
る(12).
　(5）届け出るとき使用者は，解屈しようとする労働者の数および時点を明示することは必要であ
るが，事務労働者か現場労働者か，それともその両者なのかといつだ種別を明らかにする必要はな
い．但.し，それを明示した場合には，その茄け出た拘束されると解釈されている(13)．届け出後に
いろいろな法的保護措盾が予定されている関係上当然のことである.
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定である．即ち，それ自体は届け出義務を負わない解雇が４週間内に引き続き労働者が解雇される
ことにより事後的に無効となるとすれば，労使双方にとって耐えがたい法的不安定を招くというの
である17)
　しかしながら，反対説の根拠とする所は，16条第１項が，州労働局（＝集団解雇委員会）に，申
詰の日にまで遡って，解雇匯Lし期間の消滅に関する同意を与えることができる,旨定めている所か
ら，容易に解決できるのであり，更に15条所定の要件を反対説のように狭めて解することにも無理
があると言える（!8’.結局，解釈論的に通説の見解が無理がないが，より重要なことは，通説が，
集団解雇規制の労働市場保譲目的を直視して，届け出とそれから必然的に生じる解雇停止期間の進
行を，使用者が潜脱するのを防ぎ，労働市場保護の実効を期す点で大きく関係することになる点を
指摘せねばならない.
　　（iい　使用者の届け出義務違反の場合に，その解雇が無効となるためには，被解雇労働者はその
無効を主張する(berufen)必要かおるか，つまり解雇無効の相対性の問題．
　この問題については，判例をめぐって諸説が対立したので判例を中心に論じることにするのが迪
当であろう．
　（Ａ）判例の見解
　1958年11月６日の連邦労働裁判所(Bundesarbeitsgericht,以下ＢＡＧと略）の判決は(19)「常
時166大の労働者を雇用する経営で, 1954年１月９日から30日までの間に，州労働局への届け出を
行なわず，総数29大の労働者を解雇した．解雇された労働者の中の４大の労働者が，公共職業安定
所(Bundesanstalt fur Arbeitsvermittlung und Arbeitsversicherung)に失業を申し出Iたので，
職業安定所は，その申し出に基づき，総額44,430DMの失業保険金を支払った．そこで公共職業安
定所は，支払った失業保険金の求償を求めて，被告経営と争った」事案で，「Ksch Ｇ. 15条所定の
届け出義務に違反した労働者の解雇は，被解雇労働者が使用者に対し，その無効を主張した場合に
のみ無効である」として上告を棄却した．
　この判決の中で, BAGは，被解雇労働者が，集団解雇の解約告知保護を要求するか，要求しな
いかにつき決定の自由(Entfaltung-und Entscheidungsfreiheit)を有するという点から立論する．
そして，被解雇労働者は，右決定の自由を有するから，その保護を要求するか否か反応する義務
.(Reaktionspflicht)が強行法的に生じる」と説くのである．
　この場合，判例によれば，「集団解雇の無効が直接的に生じるとすれば，被解雇労働者の決定の
自由は奪われ，場合によっては，強制労働を課すことにもなりうる．かくて，被解雇労働者が，そ
の解雇の無効を主張しなかった場合には，解雇は有効となり，主張した場合にのみ解雇無効が認め
られる．近代の高度に発展した会社の中で働く労働者にとって，かかる反応義務不知の抗弁は許さ
れない.」
　判決のこの趣旨は, 1958年12月13日のＢＡＧ判決(20)に受け継がれ，更に1959年10月23日の判
決C2Uで一層発展させられている．
　後の判決は，「被告建築業者が1954年９月４日から15日までの間に，その雇用する300大の労働
者の中，17大を解雇した後，引き続き同年９月18日までに18大の労働者を解雇すべく，９月14 El,
州労働局に対し，その17大の労働者に対する解雇停止期間縮小の同憲と，９月15日までの解雇につ
き，各解雇日にまで遡って解雇の効果が発生したことの確認を求めた所，州労働局は総数35大の解
雇が，９月14日以降に行なわれうることに同意したものの，14日以前の解雇に対する遡及効を認め
なかった．そこで，職業安定所は，９月４日から10日までの間に解雇された労働者の中の数名に対
して支払った総額17,465 DM の失業保険金につき求償した」事案で, Ksch Ｇ. 15条所定の届け出
義務違反の解雇は，被解雇労働者がその無効を主張した場合にのみ無効とする従来の立場を踏襲し
た後，更に一歩迎んで，労働者の反応義務は，解雇の言い渡し後相当の期間内に履行さるべきこ
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と．およびその期間は，通常Ｋsch Ｇ. 16条Ⅲ項所定は期間（一ケ月）と同一に解さるべきこと」
を判示した.
　このような一迪の判決を通じて，ＢＡＧの見解は碓立されたと言えるが，既に明らかなように,
判例の見解の中心をなすものは，労働者の決定の自由であり，それから直ちに強行的に被解雇労働
者の反応義務なるものを課する所にある．後述の諸学脱をみる場合に明らかとなるように，労働者
の決定の自由と反応義務なるものが直接結びつくかどうか解釈論的には大きく問題とされる所であ
る.
　しかしながら，本稿でこの場合注目すべきなのは，集団解雇規制の直接目的たる労働市場保迄
が，かかる解釈では危険にさらされることになるという点である．間敵的に解屁が行なわれた場
合，一ヵ月の反応義務期開が与えられるとしても，被解屈労働者は，４週間内に後続する解雇を注
視せねばならず，実際上.の困難が指摘されうる．後述のようにＧebhaldｔがこの点を強く指摘す
るのも当然である.
　(Ｂ）Ｍolitoｒの見解
　判例に対する反論は，Ｍolitoｒの場合，集団解屈規制の目的と，結果的には逆の方向から加えら
れた.
　Ｍolitoｒによれば，集団解屈の届け出を使用者がなさなかったとしても，原則として労使間の私
法上の関係に影智を及ぼさず，例外的に披解肛労働者が，その熊効を主張することができる場合が
あるにすぎない(22).
　彼の論拠は，Ｋsch Ｇ. 1５条所定の使用者の届け出義務は，それが公法上の義務に過ぎないと解
する所にあるのみである(23)．従って，彼の所説では，原則として届け出義務違反の解雇も有効で
あり，同法が違反に対する罰則規定を誼かない所から，使用者が罰則を科されることもない．他方
でＭolitoｒ自身もＫsch Ｇ. 1５条以下が，―定期間内に大這の失業者が輩出七，労価市場が混乱
するのを回避せんとする労働市場保湿の趣旨に出るものなることを承認するのであるが(24J，かか
る労働市場保迄目的も，使用者が任意に届け出義務を屋行した場合にのみ実現可能性か生みだされ
るに過ぎず，判例の立場以上.に，集団解屈規制の趣旨が没却されることになろう．また解釈論とし
ても，彼独自の私法，公法観に基づく理論であり，法規の明文に反することが明きらかである.
　(iii）Ｇｅｂｈaldｔの見解
　Ｍolitoｒとは反対に，判例の見解に対して，一般に承認されている集団解雇規制の目的を直視し
て，判例やＭolitoｒの見解は，法の趣旨を空澗化（Ａusholungｊするもの(２り　と批判したのは,
Ｇｅｂｈalｄｔだった.
　彼の所説は要するに，Ｋsch Ｇ.15条以下が，直接には労働市場保庖を目的とする規定たること,
その結果，第二義的には披解屁労働者を，その屑する経営との関係で―定期間失業から保迦すると
いう私益保媛が生じ，両者が分かち難く結びついていることを指摘したうえで，「そう言った法の
趣旨は，Ｋsch Ｇ. 1５条により屈け出義務を負わされた解面がすべて，直ちに熊効とされることに
より最もよく達成される(26)」というのである.
　しかも判例が説示するように，労働者の決定の自由の抑圧が本条迎反の解屈を直に熊効と解する
ことにより，侵害されるものではない(2≒
　このように法制炭の趣旨を直視して，その実効に殼適の解釈を行なう彼の立場は，最も合理的で
あるが，同時に，法文がＮicｈtiｇを用いないで，Ｕｎｗirksaｍを用いている所から，私法理論と
の関述で，解釈論的には更に深められる必要があるのである.
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理由づけの中にあらわれた基本的な点を承認する点では差異はない．以下論点を紋って略述する.
　(D) Herschelの見解
　判例の見解か，無効の原理に違背し，旧来の定説を侵害するものとして激しい非難を浴せた(30)
Herschelは･結局Ksch Ｇ. 15条所定の無効(Unwirksamkeit)も，現行私法上の無効(Nichtigkeit)
の原理に従って･当事者の恣意(Parteidisposition)と無関坏であり，自動的に効力を生じると主
張する(31)そして, Ksch Ｇ. 15条所定の無効がStill V0.以来，-一般に承認されてきたように，
相対的である(relativ)点につき，当事者が本来無効な解雇に合意した場合に限って，被解雇労働
者のみがその無効を主張できるという意味に解釈すべきことを説く(32)のである．
　この場合. Herschelは, Ksch Ｇ.が個別定な解約告知保護を直接の目的とする場合には，当
事者の訴訟提起を必要とするが(Ksch Ｇ.§3），訴訟が提起されない場合には，その解約告知は，
解約告知言い波しの時から有効と規定している(Ksch Ｇ.§6）のと異って，集団解雇の場合は，そ
れが，直接個別労働者の保護を目的とするものではなく, Unwirksamkeitに関する特別規定がな
い所から, Nichtigkeitの一般理論に戻り，15条のunwirksamも，原則として自動的に効果が生
じ，当事者の合意ある場合にのみ，労働者はその無効を主張することを要するとするのである(33)
　Herschelの所説では，判例が言うような，被解雇労働者の「反応義務」を認めるべき理論的根
拠はどこにもなく3o，また実際上もそれを認めるときは，職業安定法(Gesetz fiir Arbeitsver
mittlung und Arbeitsversicherung) 80条との関係で，当該労働者に却って不利益を課すことにな
る（35へ
　かくて　Herschel　の場合は, Ksch G. 15条以下か目的とする労働市場保護を決定的,に重要視
し，同じ　unwirksamであっても，個別的労働保護との相違を明らかにする中で, unwirksamと
nichtig　とが，ほぽ同じように解釈さるべき結論を導く点でGebhaldtの所説と変わりかない．
その差異は, StillVO.以来ＡＯＧを経てKsch Ｇ. へと受け継がれてきた集団解雇の場合の「無
効の相対性(Relativitat der Nichtigkeit)」を尊ｍし, Ksch Ｇ．３条や６条との相違を説く点に
ある.　　　　　　　　　　　　　　　’
　CE) Nipperdeyの見解　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　結論的に判例とー･致するNipperdeyの見解は，その理由づけでは，多くの点てHerschelと一
致することは既に述べたか，両者の相違は，「無効の相対性」の理解の仕方に係る.
　Nipperdeyに依れば，「Herschelは，相対的無効の場合は絶対的無効の場合と異って，それが
治癒される点を看過している(36)1のである．続けてNipperdeyは言う，「相対的に無効な解雇
　（解約告知）は労働関係の終了という通常の効力を有する．然るにこの効力はすべて，解雇（解約
告知）の禁止により保護される被解雇労働者の利益が考慮される限りで生じなかったものと看傲さ
れる．……穴
　相対的無効をこのように解する結果，集団解雇の場合に，使用者が届け出義務に違反するとき
は，労働者が合意したり，異議を留めない限り，本来無効な行為も治癒されて有効となる．結局当
該労働者は，その無効を実現しょうと欲するならその無効なることを主張する必要かあることにな
る．
　尚, Nipperdeyの説くような相対的無効の概念は，相対的譲渡禁止（例えばＢＧＢ§135, 136)
と結びついて発展してきたものであるか，解雇あるいは解約告知といった一方的な法律行為にも妥
当とするとされる(33)
　（Ｆ）ＢＡＧの判例に端を発して論争が噴出Iしたこの問題も，それが細部にまで及んで来るに従
って，法文を殆ど無視するMolitorの場合を除き，結局，使用者の解雇に対して合意し，または
異議を留めない被解雇労働者の場合に差異か生ずる程度で，個々の労働者と使用者との関係はそれ
程の摩擦なく片付く場合が実際には多いことも十分予想される．けれども，集団解雇規制の本来の
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目的である労働市場保護，二次的な職業紹介事業の円滑化といった而から再検討する時，単に当事
者間の合意（それが黙示にせよ(39)明示にせよ）で真に解決することができない面が多数存在す
ることは明白である．（例えば，再雇用を期待=しつつ解雇に異議を留めない労働者の失業）判例や
Nipperdeyの説くように無効の主張が必要という方向で，立法目的の真の実現を図るとすれば，
Ksch Ｇ.が罰則規定を置かなかったこととも関連して，個々の労働者と使用者との間に実質的対’
等が実現されるような状態が存在することが不可欠となろう，目下判例が確立･しているだけに，労
働市場保護目的かどの程度実現されるか疑問視されざるを得ないのである．
注（9）例えばHuck-Nipperdey, a. , a. ,0,. S. 633は，この義務が解屈の有効要件であることを認めつつ，そ
　　　の中に自分自身に対する義務(Pflicht gegen sich selbst)を認めるのが相当と説き, Herschel-Steinman
　　　n, a.
j a.
, O.
>
S.は，使用者の負う負担(Last)と説き, Nikisch, a. , a. , O. , S. 688は解雇を有効なら
　　　しめる条件(Bedingungen)と説き, Molitor, a. ■a., O. , S. 219は単に公法上の義務と説明する. Mo
　　　litorの場合を除き，この義務の性質把握如何から直接重要な点での相違は結論されていないようである．
注aO) Huck-Nipperde'y, a. , a. ,O. , S. 632; Nikisch.a. ,a. ,0. ,S. 842; Herschel-Steinmann, a.･ a. j O. >S. 232
注(11) Huck-Nipperdey' a. , a., O. , S. 632
注㈲　Huck-Nipperdey. a. , a. , O. >
S. 632,この理論は逆に，４週間内に行なわれた解屈のみを算定すべき
　　　旨を要請するから，例えば200大の常暗雇用労働者を有する経営で，連続する月の１日にそれぞれ19大の
　　　労働者を解雇するときは，使用者は届け義務を負わない．
注（旧　Herschel-Steinmann, ａ.3 a.タ O,. S. 236. Huck-Nipperdey, a., a., O. , S. 634. Nikisch, a.,
　　　ａ･ ・ O. , S. 842. Rechtsprechung von ６. 10. 1960. Bundesarbeitsgericht, Entscheidung des Bundes
　　　arbeits-gericht Bd 10， S. 61 ff.
注㈲　Huck-Nippercley, a., a., O., S. 634 ； Herschel-Steinmann, a., a., O., S. 241 ；
注（19　Nikisch, a, a., O., S. 689 ； Rewolle, a., a., a, S. 596.尚この場合に労働者には，解雁の無
　　　効を信じて新たに就職した時，不都合か生じると説く. (Nikisch a., a., O. , S. 689.)
注㈲　Nikisch, a. , a. , O. , S. 689 ； RewoUe, a. , a. , O. , S. 596.
注㈲　Nikisch, a. .　a.， O., S. 690 ； Rewolle, a., a., O., S. 597.
注㈲　Huck-Nipperdeyi a. , a., O. , S. 636. Fussnot (22) ; Herschel-Steinmann, a., a., O. , S. 241.
　　　なおこの点てHuck-Nipperdey, a. > a. i O. > Sぺ635　は労働者は解約告知権を有し，使用者は，それ
　　　を妨げることができないことからも，実際上の問題は容易に解決できると反論している．
注㈲　Entscheidungen cles BAG, Bd. 7, S. 4 f£
注脚　Arbeitsrechtliche Praxis, Nr. 2zu§15 Kscli Ｇ.
注剛　Entscheidungen des BAG, Bd. 8, S. 172 £f.
注脚　Molitor, a., a. , O.
■ S. 218.例外的な場合としてMolitorが挙げているのを拾ってみると, BGB
　　　§111 Abs. 2,§180 Abs. 2,§174 Abs. 1等々私法上の無効原因が存在する場合である．
注國　Molitor, a., a., O., S. 219.
注64) Molitor, a., a., O. , S, 219.
注脚　Gebhaldt。,Zum Kundungsschutz bei Massenentlassungen“. , Arbeit und Recht, 1959 S. 298
注脚　Gebhaldt, a. , a. , O. , S. 301.
注脚　Gebhaldt, a., a., O. , S. 301.この場合，労働者は，自分で解約告知することにより他の労働関係
　　　を結ぶことができる点を指摘している．
注倒　Hersche!。,Reaktionspflicht des Empfangers einer nichtigen Willenserklarung ?“ Die Juristenzei-
　　　tung, 1960, S. 426 ； Nipperdey。,Die Unwirksamkeit von Massenentlassungen und die Lehre von
　　　der Nichtigkeit“， Recht der Arbeit, 1960, S. 286.
注脚　Herschel, a, , a. , O. , S. 428. ; Nipperdey, a. , a. , O. , S. 286.
注脚　Herschel, a., a., O. , S. 426.
注剛　Herschel, a., a., O., S. 426　を直接引用すれば．いかなる法的原因に基づこうと，一例えば法律
　　　行為か現行法と関係がないとか，強行方式違背であったり，良俗違反，法の禁止違反などー無効は常に当
　　　事者または，第三者の関与を要することなく自助的に生じ芯“のである．
注脚　Herschel, a., a., O., S. 327.結論として，労働者のみが，解雇の無効を主張できることは，一般
　　　的に承認されている．
注脚　Herschel, a.
> a.バO.
, S. 427.当事者に合意が成立した場合の例外について, Herschelは．一般
　　　に現行法は当該法律行為の無効訴訟か必要なのは，特別重大なる法的状態の中で，法的安定の必要が高度
　　　な場合と理解し（たとえばKsch Ｇ. S3) 15条違反の場合もそういう場合に該当すると考えている. (a.,
　　　a., O., S. 426.)
注剛　Herschel, a. , a. , O., S. 425.
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注叫　AVAVG ８０条は，その第１項の中に，労働者か故意または重過失･(grobfahrlassig)により職場を失
　　　ったときは，24日間，失業保険金の支払を停止すべき旨定めているか，判例のように反応義務を承認すれ
　　　ば，労働者の反応義務不履行は本条の要件に該当する場合か多くなろう．
注脚　Nipperdey, a., a., O. , S. 287.この例として, Ksch Ｇ.自体も既に３条や６条でその趣旨を明
　　　らかにしているか，その意味の明文がない.15条の場合でも) unwirksamの文言はそれ自身の中にその
　　　ような意味を含んでいると解するのである．　　　　　　　　　　　　　．
注脚　Nipperdey, a., a., O., S. 287.
注&I Nipperdey, a., a., O. , S. 286.
注脚　黙示の合意については，予想されることであるか，基本的にHerschelとNipperdeyでは，その認め
　　　る範囲に広狭の差がある．前者は限定的に解しようとし，後者は，かなり広い範囲にわたって認めようと
　　　する如きである．
　口　集団解雇委員会(Massenentlassungsausschuss)
　（1）民間経営における委員会
　州労働局に対して使用者か，集団解雇の届け出をおこなうと，民間経営の場合には，18条Ｉ項に
従って，州労働局に委員会が設置される．これを説明上集団解雇委員会と呼ぶ(■10)
　　（i）構成　原則として州労働局長または，局長により委託された州労働局係官を会長とし，労
働者代表，使用者代表および州労働局の行政委員会が指定する公益団体代表それぞれ二名で構成す
る（ＫｓｃｈＧ．§18. I).但し届け出された解雇の数が50以上になるときは，上級州官庁(oberste
Landesamt)が，その集団解雇委員会に二人の代表を派遣し，審議に加わらせることがある(Ksch
Ｇ.§18.Ⅲ）.
　より広い視野からの労働市場保護目的実現を図るためであろう.
　　(ii)権限　集団解雇委員会は，労働市場保護目的実現のために，以下の事項を多数決を以て決
定することができる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　（Ａ）解雇停止期間(Sperrfrist)の縮小
　州労働局に届け出された槃団解雇は，集団解雇委員会が特別の決定を行なわない場合は，１ヵ月
の解雇停止期間が進行し始める．この解雇停止期間は，解約告知期間の進行を停止させることを以
て本体とするが，届け出の時既に解約告知期間が消滅してしまっていたときは，右期間消滅時点か
ら更に１ヵ月が，解雇の発生を停止させる田’．但し，州労働局（集団解雇委員会）の同意がある
ときは，届け出到達後１ヵ月以内に，解雇停止期間は消滅する（Ｋｓｃｈ Ｇ．§16. I).しかもこの同
意は申請の0 (Antragstellengstag)まで遡ってこれを与えることができる(Ksch Ｇ．§16. I.
Abs. 2).
　この場合，使用者の届け出は，本条所定の申請にあたると解されている所(42)から，使用者が日
時を指定して申請した場合のほか，集団解雇委員会は，届け出の時点にまで遡って，解雇停止期間
を縮小することも可能である(43)
　（Ｂ）解雇停止期間の延長
　　「解雇は，州労働局への届け出到達後，２ヵ月を経過しない限り，効力が生じない旨，集団解雇
委員会が決定することができる」CKsch Ｇ.§16. n).
　本項にいう解雇停止期間の延長は，レカ月の解雇停止期聞か終了する以前か，解雇停止期間が過
ぎて後に解約告知期限が終了するときは，その解約告知期間の経過前に延長命令(Anordnung der
Verlangerung)が，使用者のもとに到達すべきこととされている(･(■1)_
　解雇停止期間の縮小延長いづれの場合にせよ，集団解雇委員会の行なう同意および決定の法的性
質は，裁決(Ermessensentscheidung)と解されており(45)使用者はその決定に関して，社会裁
判所に再審を訴求することができる(･16)この場合, Ksch Ｇレが個々の労働者を解雇から直接保護
しようとするものではないことから，労働者の訴訟提起は認められない(47)
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　集団解雇委員会の決定に関して重要なのは，その法的性質よりも寧ろ，18条Ⅲ項が'｢使用者の利
益，被解雇労働者の利益，公益，更には，当該経営が属する経済部門を特に考慮したどころの労働
市場全体の状態｣などを斟酌して決定すべきことを定める点である．　　　　　‥
　このことは，法が，労働市場保護といった当事者を一応離れた利益保護を一次的目的と設定しな
がらも，当該労使双方の個別的利益と結びつく必然性を反映していると言えるが，前述の被解雇労.
働者の訴訟提起権を否認する諸説が正しく受け止めていないように思われる．
　尚，縮小延長の場合，いづれも手続として集団解雇委員会は，決定前に使用者および経営協議会
に意見を聴くことが必要(Ksch Ｇ.§･18.I . Abs. 2)で使用者および経営協議会は，集団解雇委
員会が，事情を判断するのに必要だと考える点について，報告を行なうべき義務を負う(48J(Ｋsｃｈ
Ｇ.§18. n).
　要するに，集団解雇委員会は，労働市場の情況，労使双方の利益などを判断して，ケース毎に，
最低は集団解雇届け出の日から，最高は届け出到達後2･カ月の間で，弾力的に解雇停止期間を決定
することにより，集団解雇規制の目的たる労働市場保護の実現を図ろうとするものであるか，この
解雇停止期間の確保こそ，労働市場保護の核心をなすものと言ってよい．
　(Ｃ)猶予期間(Freifrist)
　届け出された集団解雇が，解雇停止期間の経過(場合によっては，解約告知期間の終了)により，
解雇しうべき時点になったとき，｢１ヵ月以内に解雇が実行されない場合には, Ksch Ｇ. 15条所定
要件のもとで，新たに届け出ることを要する(Ksch Ｇ.§16.Ⅲ)｣.
　ひとたび集団解雇を届け出た使用者が，解雇できる状態になった後，同一の解雇につき，不確定
期間中，自由な決定権を有するならば，当該の労働者にとっては，我慢のならない不安定を強いる
こととなろう．この不安定を回避せんとするのが本条の趣旨である(49)この意味で一般にこの期
間のことを猶予期間と呼ぶ(50)従って，この1･力月という期間は，合意(契約や協定)により短
縮することも，延長することもできない(51)_
　これは，一方経営事情の変化により労働者の雇用を継続する可能性のでてきた使用者に対して，
届け出た解雇の実行を促進させる半面，猶予期間内に解雇の実行をしなかった使用者に，再び州労
働局への届け出，解雇停止期間の経過という手続きを取らせる点で(52)，労働市場保護政策の貫徹
を図ろうとするものであろう．
　(Ｄ)地方労働局への委任
　常時100人未満の労働者を雇用する経営の場合には，16条Ｉ項，ｎ項所定の解雇停止期間の縮小
および延長に関する限り，州労働局は，その権限の一部または全部を，地方主務労働局に委任する
ことができる．この場合，集団解雇委員会に関する規定が，それぞれ準用される. (Ksch Ｇ.§18.
1V).　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　'
　(2)運輸，逓信太臣所轄事業の場合
　　(i) Ksch G. 19条は，中央官省と有する大企業たる運輸，逓信太臣所轄事業に関しては，かか
る大企業の状態全体を考慮した場合にのみ，客観的な決定を行なうことができるとの観点から(53)，
重要な例外を設けている．即ち，かかる事業の場合，｢500人以上.の労働者が解雇さるべきときは，
職業安定所本庁に設置される委員会が，解雇停止期間の短縮延長につき，決定することとし，当該
主務大臣は，審議権を有する二人の代表を派遣することができるものとし，15条所定の届け出に関
しては，これを職業安定所本庁に行なうべき旨を定める．その他の点では，民間経営の場合の集団
解雇委員会に関する規定が準用される(Ksch Ｇ.§19)｣.
　ここでいう｢500人以上｣の解雇数の算定では，単なる一経営点CBetriebspunkt)での解雇だけ
でなく，経営組織の統一体において，４週間内におこなわれる解雇を一括算入すべく解釈されてい
る(54)本条の対象となる事業の場合，その集団解雇が，個々の経営点では少数であっても，統一
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的経営としては大量に現象し，且つ，企業全体の合理化とか，企業の一部門の合理化というよう
な，内的連関が，解雇の間にある場合が多いことなどの事業｀の特殊性を考慮のうえで(55)同一産
業に働く労働者の集団的失業を回避すべき保護政策が計られるのである．
　勿論, 500人以下の解雇で，15条所定の要件を満たすときは，それぞれの州労働局への届け出義
務が生じ，州労働局が，管轄することとなる(55)
注閥　文献上こ.の概念は，必ずしも多く使われないが, Herschel-Steinmann, a., a. , O. , S. 257に従う．
注(41) Huck-Nipperdey, a., a., O. , S. 638 ； Herschel- S teinmann, a., a. , O｡, S. 231 ；
注帥　Huck-Nipperdey, a., a. , O., S. 637 Fussnote ("29); Herschel-Steinmann, a., a., O. , S. 243.
注帥二但し，解釈上，解雇に対する同意（停止期間の縮小に対する同意）申請か許される場合に限られる．さ
　　　もなくば，労聯裁判所への特別申立てまたは，州労働裁判所への訴訟提起日になる. Huck-Nipperdey,
　　　a. , a. ,　O. > S. 637. Fussnote (29) ; Herschel-Steinmann. a. , a., O. , S. 244 ； Nikisch, a., a.,
　　　a, S. 691は反対．
注恟　Huck-Nipperdey, a. , a. , O. > S. 637 ； Herschel-Steinmarin, a. , a., O. , S. 242. Nikisch,
　　　a. , a. , O. , S. 691.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
注㈲　Huck-Nipperdey, a., a. , O. , S. 637 ； Herschel-Steinmanrij a. , a., O. , S. 243 ； Nikisch, ａ.，
　　　a., O., S. 691.
注帥　Herschel-Steinmann, a. . a. , O. . S. 256 f.によれば，「行政行為，行政行為の拒絶または放置が違
　　　法のときも，使用者は，法律上特段の定めなき限り，社会裁判所にその撤回変更並びに拒絶もしくは放置
　　　された行政行為の実行宣言(Verurteilung zum Eriass. ）を求めることかできる.（§51，§224 Abs. I.
　　　SGG;§54 Abs. I SGG) Ksch Ｇ. 16条以下の裁決か問題となる場合には，行政当局の裁量か法的な限
　　　界を超えノまたは授権の目的に適しない方法で裁■を行なった場合に違法となる.（§54 Abs. 2√SGG).
　　　訴訟提起前には，異議申立に始まる予審手続(Vorverfahren)を取ることか必要である．（§§83, 81,
　　　Nr. 1 SGG).この異議は，行政行為の送達，通告，または公布後１ヵ月以内に申立てることを要し，こ
　　　の期間は，正規の法的手段が教示された場合にのみ巡行する．教示がなされず，または不当になされたと
　　　きは，異議申立は尚一年内は許される.（§84 Abs. 2,§66 SGG).この中立が救済されなかったとき
　　　職業安定所の行政協議会(Verwaltungsrat)により定められた部局(SteUe)が異議決定(Widerspruch-
　　　sbescheid)を行なう. (§85 SGG).訴訟は異議裁定の送達後１ヵ月内に権限を有する社会裁判所に，書
　　　面または書記官の写し(Niecierschrift)を添えて，提起されることになる．
注㈲　Huck-Nipperdey, a. , a. , O. . S. 645 ； Herschel-Steinmann, a. , a.
>
O. , S. 256 ； Nikisch, ａ.，
　　　a., O., S. 691.　　　　　　　　　　　　　　　　　　犬
注帥　集団解雇委員会はその他の者（例えば，経営管理を事実上，委ねられている者，経営の管理的地位にお
　　　る者）への事情報告を請求できるし，また物的証拠( S achverstand ige)をも求めることかできる.
　　　(Nikisch,a. , a., O. , S. 691)かかる使用者，経営協議会その他の者の義務違反に対する規定はない
　　　訊事情によっては停止期間の延長を正当化するであろう. (Herschel-Steinmann ；ａ., a., O. , S. 253).
注㈲　Huck-NiDDercieV) a. , a., O. > S. 638. Herschel-Steinmann, a. , a. , O. , S. 244 ； Nikisch, ａ.，
　　　a.
1　a,
S. 692.
注脚　Huck-Nipperdey, a., a, , O. , S. 638
　　a. <　O., S. 692.
? ?
Herschel-Steinmann, a. , a. , O. > S. 244 ； Nikisch, ａ.
注闘　Huck-Nipperdey, a., a.. O. , S. 639 ； Hersche】-Steinmann, a. , a. , O., S. 245.
注陥　使用者か一時的労働需要のために期限附きの労働契約を結んだり，この期間の経過後４週間内に届け出
　　　義務か生じない範囲で，解雇をするときは，集団解雇手一統が不要なこと勿論である. Huck-Nipperdey,
　　　a. , a. ,　O., S. 638, Fussnote (37) ;　Nikisch, a. , a., O. , S. 692, Fussnote (26) ; Herschel･
　　　Steinmann, a. , a., O. , S. 245.
注(53) Hersch･el-Steinmann, a. , a. , O. , S. 259.
注馴　Herschel-Steinmann, a. , a. , O. , S. 259.尚この場合，それぞれの経営点(Betriebspunkte)にお
　　　ける解雇が，15条所定の要件に達しないときは，合算で500人を超えても19条の適用がない．
注(55) Herschel-Steinmannｱａ.7 a. ,　O. , S, 259 f.
　国　時間短縮労働の許可(Zulassung von Kurzarbeit)
　（1）労働市場保護の目的から，集団解雇に対する解雇停止期間が定まった後，その期間中には，
一時的に当該労働者の再採用可能な事態が生じうる半面，経済事情や経営事情の変化によっては，
決定された解雇停止期回申，使用者は，解雇さるべき労働者を完全に就労させることができないよ
うな場合もおこりうる．かかる場合に使用者は，当該労働者を解約告知したとしても，解約告知期
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間が経過するまでは，目的を達成することができず，また解雇は，集団解雇委員会の同意を要する
所から目的達成は不可能である．この困難を回避すべく，労働市場保護政策との調和を図るため，
州労働局長の許可による時間短縮労働(以下時短と略)の実施かおる(56)即ち，使用者が，解雇停
止期間中に，労働者を完全に就労させることができないとき，州労働局長は，使用者がその期間時
短を実施することを許可できる(Ksch Ｇ.§17. I).
　(2)時短の許可は，次の三点において集団解雇の直接規制と異なる．
　第一には，時短実施許可の主体が，集団解雇委員会でばなく，州労働局長であることである(57)
当事者たる労使双方が,許可に関与する訳ではないので,双方とくに労働側,の意見が反映しにくい．
　第二には，解雇停止期間の裁決の場合と異って，使用者の事情が判断の基礎になる. Ksch Ｇ. 17
条に言う｢労働者を完全に就労させることができないとき｣とは，当該経営の経済的および経営的
諸関係から，使用者に当該労働者を完全に就労させるように期待することができない場合を意味す
ると解されているが(58)個々の場合の具体的判断が，変動する経済，経営諸事情の中で，不安定
を増すと同時に，時短が実施されるときは，労働者からめ解約告知を余儀なくされる場合が多くな
ろう．それが集団解雇の規制外にあることも関連して労働市場保護が後退することになる．
　第三は，時短の許可が，集団解雇則制(この場合は解雇停止)の結果起こる事態に関するものな
る点てある．この点で峙短の許可は集団解雇の例外的規制たる側面を強くする.
　(3)州労働局は要件が満足されれば時短を許可できるが，その義務を負うものではない．　この場
合に州労働局は，時短を17条所定の要件のもとで，任意の範囲で許可できる．実施，実施期間，人
的範囲，労働時間などそうである(59)
　(4)時短の許可を受けたとき，使用者は，州労働局の許可の範囲内で時短を実施できる．但し使
用者は実施の義務を負うものではない．また許可の範囲内であれば，使用者は，その時間，人的範
囲その他につき変更して実施することができる．この意味で州労働局の許可は，使用者に対する授
権と考えられている(60)その内容につき異説があるが, (6)で取扱う.
　(5)時短実施の許可は必ずしも，短縮労働時間に対応する賃金，俸給その他の報酬の減額に帰結
しない．この決定権は使用者に属する(Ksch Ｇ．§17. n).使用者がこの権利を行使するときは，
　｢一般法規，合意により労働関係が終了すべき時点｣で減額の効力を生じる(Ｋsｃｈ Ｇ. §17. n
Abs. 2).
　ここで一般法規とは, BGB.,HGBよＧｅｗ０．等々労働者の解約告知につき，現行一般法規
定を指すから(61)かかる法悦所定の期聞か経過しない間は，従来の賃金を請求できる．特別の解
約告知期聞か合意されたときは，合意に従うこと勿論である(62)
　(ら)時短め実施，その規模および支払に関する労働協約の定めは，州労働局による時短の許可の
ため，その効力を妨げられない(Ksch Ｇ.§17. m).
　本項の解釈に関しては，前述州労働局の許可とも関連して学説は対立する.
　　(i) Hiick-Nipperdeyは，本項の汀労働協約｣を制限的に解し，経営協定やに個々の労働契約
に別段の定めがなされていても，州労働局の許可は何ら変更を受けることなく，労働協約か特別の
定めをおく場合にのみそれに拘束･されると説く(63)従って州労働局の許可は，既存の経営協定やそ
の他の合意を一方的に変更することを認めることになる.
　　Cii) Herschel-Steinmannは，それに対して，本項の｢労働協約｣を例示的なものと考えて，
経営協定や，個々の労働者の合意により時短の実施，その範囲，期間などを定める場合にも同様に
解すべきことを主張する．而も彼の所説では，州労働局の許可による場合と，労働協約その他の合
意による場合とでは，その効力に優劣関係はなく, Rohlfing, Ksch Ｇ §7. anm. 9を引用して,使
用者はいづれの方法により時短を行なうにつき選択権(Wahrrecht)を持つと説く(6oのである.
　　(iii) Nikischは右二者の中間に位置する見解で，州労働局は，労働協約に別段の定めかおる
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場合にはそれに拘束されるが，経営協約や個々の合意があるにすぎないときは，州労働局の許可に
よる時短と経営協定その他の合意による時短との選択権を使用者がもっと説く(65)　　　　　'
　現在のところ，いづれの説がドイツにおいて支配的となっているのか判断できないが, Herschl
の見解は，合意や経営協定を労働協約と対等に重視するかにみえて実は，時短に関しては究極的に
使用者の判断に委ねることになり法自体が，集団的な当事者間の合意を尊重して，使用者と州労働
局の専断的な決定をチェックしようとする趣旨を大きく逸脱することになろう．またNikischの所
説は，実際上はHiick-Nipperdeyの見解と大した差がないことになるのではないかと思われる．
　結局, Huck-Nipperdeyの見解が，時短関係で当事者間の個別的ないしは集合的な合意をそれ
程尊重しないように見えて，実は，州労働局の時短許可に労働協約による制約を課し，使用者と州
労働局の専断をチェックし以て，集団解雇規制の本来の目的により近い効果を期待できるのではな
いかと思われる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　づ
注国　Nikisch, a. , a. , O., S. 693パHerschel-Steinmann, a. > a. > O., S. 248 ; Huck-Nipperdey,
　　　a. , a. , O. , S. 640　もその意に解してよいであろう．
注陥　本文中では既にこの意で州労働局長なる文言を用いた. Herschel-Steinmanni a. , a., O., S. 246 ;
　　　Nikisch, a., a., O., S. 693 fや　Hiick-Nipperdey, a. , a., O. . S. 639 fは必ずしも明言しない
　　　が，前述解雇停止期間の場合Ausschussを使っているのに，ここではLandesarbeitsamtを使っている
　　　所から同様に解してよいと思われる．
注(58) Huck-Nipperdey, a. , a. , O. , S. 639 Fussnote (40); Nikisch, a., a.タ o., s:　694 Fussnotc
　　　(30); Herschel-Steinmann, a., a., O. , S. 246.
注圀　Huck-Nipperdey, a., a. , O. . S. 639; Nikisch, a., a., O. , S. 694; Hersch↓Steinmann, a. ,
　　　ａ･，０.， S， 247. 但しこの場合Arbeitzeitordnung 4条の適用を受け，労働時間の制限をうけること勿
　　　論である．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，．
注(60) Huck-Nipperdey, a. , a. , O., S. 640; Nikisch, a. , a., O. , S. 694; Herschel-Steinmanii) a. ,
　　a. , O. , S. 249.
注(61) Huck-Nipperdey. a. , a. , O. , S. 642; Nikisch, a., a. , O., S. 694; Hersched-Steinmann, ａ.，
　　　ａ.，　O., S. 249.
注扁　Huck-Nipperdey, a. , a. , O. , S. 642; Herschel･Steinmann, a. , a, , O. , S. 249:法定の解約告
　　　知期間が一般法の場合，補充的規定であるところから必然的なことである．'
注(63) Huck-Nipperdey; a., a., O. , S. 640.
注剔　Herschel-Steinmann, a. , a. , O. , S. 250 f.
注(65) Nikisch, a.; a., O., S. 694 f.
　　　　　　　　　　　　　　　　　(IV).　お　わ　り　に　　　●・
　Ksch G. 15柴以下が目的とする労働市場保護政度的側面から検討してきたつもりであるが，そ
の結果，保護施策の内容は意外にも貧弱であり，論理的にもあいまりさを内包することが指摘され
る．
　Ｈ　第一には，労働市場保護を第一義とするに拘わらず，解雇と同じように労働市場へ影響を及
ぼす即時解雇から省かれ(Ksch Ｇ§15. ni)合意及び労働者の解約告知に基づく労働関係の終了の
場合には集団解雇の規制を受けない．後者の場合は直接全面的に集団解雇の規制を及ぼしてゆくこ
とにはやや問題か残るとしても，本法か労働市場ｲ呆護を第一次目的とする限り集団解雇から省く理
由はないと思われる．
　口　第二には, Ksch Ｇ.15条所定の要件が経営の雇用労働者数に従って,･一定の数または割合
の解雇を集団解雇と規定するが，これも市場保護なる観点からみるとき，合理的とはいいがたい．
例えば, 490大を雇用する経営での45大の解雇と, 200大を雇用する経営での20人の解雇の場合，労
働市場保護の必要性は何ゆえに後者が大きいと言えるのだろうか(66)
　目　第三には，集団解雇委員会の決定に対して使用者からの異議申立は社会裁判所に対して可能
だが，解雇さるべき労働者からのそれは否定される点てある．
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　このことは，集団解雇委員会内での労働代表を通じた意見の反映，経営協議会でのそれが一応前
提として存在するとしても，決定の正当性に対する究極的保障を欠くことになる．このことは事実
上，使用者と国家行政機関との癒者の中で，一応労働者側の意見を聴き労働市場保護に尽力すると
いう面をおもてに掲げながら集団解雇の実現を対労働者との関係で円滑ならしめようとする意図を
暗示するものととれないことはない．労働市場ｲ呆護目的なるものは, Gebhaldtが説いたように，
解雇さるべき労働者の利益と密接に結びつくことを再考するべきであろう..
　四　第四には最も重要なことだが, Ksch Ｇ.が解雇までに一定期間を確保することで以て労働
市場保護政策の実現を図ろうとする方策は，結局は,労働組合の主要な組織形態および，本組織労働
者の比率などがどうであるかにより決定的に異ってくると思われる．松茸的な産業別組合や地域労
働者を団結させる一般労組が支配的な組合形態であり，労働力の供給に対して，組合のコントロー
ルか強く作用する場合には，かかる方策もかなり効を奏すると考えられるが，企業別組合が支配的
であったり，未組織労働者の比率が高く，再就職につき職業安定所への依存度が強い場合，必ずし
も有効とは言えないだろう．勿論より根本的には，労働力の需給バランスが全国的にどう動いてい
るかが大きな要因であるということは否定できない／
注(66)経営規模が小さい場合，集団解雇として捉えることが卸かしくなるとしても，そのことは，かかる立法
　　趣旨＝労働市場保護とは矛盾するものではない．
　尚本稿をまとめるにあたって，神戸大久保教授に文献，その仙につきいろいろとお世話いただいたことを深
く感謝している次第です．
Regulation der Massenentlassung im West-Deutschland
Mitsuo　Nagafuchi
　Wahrend in unserem Land es nur um den individue】lenArbeitnehmerscutz deshalb handelt,
weil das　geltendc Gesetz　keine　besondere Bestimmung gegenuber der Massenentlassung
enthalt, im West-Deutschland das Kundigungsschutzgesetz vom 1951･ das erst Stillegung-
sverordnung vom 1920,, spater Arbeitsordnungsgesetz vom 1934　nachfolgt hat, 瓦m dritten
Abschnitte　§15 ff., gegenuber der Massehentlassung vorsieht｡
　Das Ziel des Regulation liegt　darin, dass das Gesetz in gegeben Fall den individuellen
Arbeitnehmerschutz nicht zu dem Zwecke　habe, aber um das augenblickliche Eintritt der
vielen Arbeitsloseh　nach MSglichkeit　vermeide. Das　ist　unbedenklich　eine　effentliche
Interessenpolitik･die in　erster Linie sich　auf　der Schonung　des Arbeitsmarkts abste】】en
wolle｡
　In dieser Abhandlung　suchte　ich　danach　vom Gesichtpunkt　der Rechts institution･ wie.
das Gesetz　der Arbeitsmarktsschutz zu erreichen sei. Und　die Jurisprudentische Problem
auf dem 允ｒsie notwendige, streitigePunkte beschrankt wird｡
　Das Kern der Regulation der Massenentlassungen im geltenden Kiindigungsschutzgesetz
liegt darin, dass es im Falle auf dem Arbeitgeber die Anzeigepflicht ergibt (§15), hiernach
es die Sperrfrist bestimmt (§！6), nachst es bei dem Landesarbeitsamt des Anlagen des
Massenentlassungsausschiisses bedarf (§18) und es ein bestimmte Ermessen liber die
Sperrfrist ermQchtigtフ
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　Wenn wir das　Auge in　die Einzelheiten　der Rechtsinstitution einra.umen, mit　Staunen
erkennen wir dass das moglicherweise Vermeiden der Arbeitslosigkeit undenkbars vernunft-
widrig und diirftigsei.
　Erstens Massenentlassung im Sinne　des geltenden　Rechts　enthalt weder fristlosenoch
vertragliche Kiindigungen, wahrend sie auch ebenso wie vom Arbeitgeber ausgesprochene
dringende betriebliche Entlassungen zur Beendigung des Arbeitsverhaltnisses fiihrt.
　Zweitens es ist, gesehen vom Zvvecke der Institution,nicht zweckmassig dass persOnliche
Umfang von Massenentlassung der GrOsse gemass verschieden wird.
　Drittens das Gesetz erkennt anders als fur den Arbeitgeber, fiirden Arbeitnehmer kein
Widerspruch bei dem Sozialgerichte an. Dies bedeutet dass es schliesslichfur diesen uber
ihre Gerechtigkeit　der　Ermessensentscheidung an die rechtsmassige Gewahrleistung fehlt
und daher dass dem Arbeitgeber vielmehr Moglichkeit gegeben werden konne･ mit dem
Mitwirken zvvischen　staatlichen　Gewalten und ihm Massenentlassungen gelingend zu
durchfiihren.
　Viertens　es kommt　hauptsachlich sowohl auf　der herrschenden　gewerkschaftlichen Or-
ganisation als　auch auf　der Grosse des ungeorganisierten　Arbeitnehmerschaft an, ob die
Schonung des Arbeitsmarkts durch Sperrfrist gerecht wirksam werde･
　Eine grossere Wirksamkeit miisse vielleicht eintreten, wenn die durchschneidende,
industrielle oder　regeonale allgemeine Gewerkschaften　umlaufend　seien, und hierzu diese
den stSrken Gewalt zu der Kontrolle uber die Angebote der Arbeitskrafte haben. Hierent-
gegen wird die Mehrheit der ungeorganisierten Arbeitnehmerschaften um so weniger erfo】ｇ
reich.
(昭和43年９月28日受理)
